
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

差額地代第II形態

田中, 慎一郎

https://doi.org/10.15017/2920523

出版情報：経済論究. 10, pp.19-40, 1962-10-20. 九州大学大学院経済学会
バージョン：
権利関係：



- 19 -

差額地代第 E形態

田中慎一郎

戦前のわが国の地代論研究ば差額地代第工形態論！と終始したのにたいして，

1i:：：近の研究対象は茅額地代第II形態にむけられている。

「資本論」第3巻第6篇の地代lこ関する部分は，編集者エンゲ‘ルスによれ

ば，第 5J寺Jの利子生み資本lとくらべて「ちたして整理されてはいなかったとはい

え，遥かにヨリ完全に書き上げられてあつだ」 （「資本論」向JJiiV(8分ttH17J;0と

いうことである。けれども差額地代第E形態lこかぎってみれば，かならずしも

理解に容易とはいえない。エンゲルスでさえ i差額地代11の場合の表と，第四

十三章lこそ乙でl1>(披われるべきとの種の地代の第三の場合が全然研究されてい

ないのを発見したことは，最大の労苦をかけさせたj （向坂訳8分［ll]l7頁） とい

っている。われわれの手lとする第6篇秀樹地代第E形態は， ？＇｝ レクスの直筆に

なるものと，エンゲJレスの整理補足によるものとによって示されている。しか

しζの乙とによって，差額地代第E形態論は，われわれにとってかえって解釈

に苦しむ結果になったようにも思えるのである。

差額地代第I形態論をめぐる論争でほ2つの問題が提起されていた。その1

つはいわゆる平均原理と限界原理との矛盾に関する問題であった。乙の問題は

戦前の論争を通じでほぼ最後的lと解決されたといってよい。けれども差額地代

第E形態論においてはその解決はまだのこされたままである。未解決というよ

りも，第I形態論で解明された基本原理が第E形態では一貫していないようで

ある。乙の問題は要する！と，農産物lと代表される土地生産物は，資本の外延的

投下からさらに内包的投下！こかわるにしたがって，その価値の形成原理がどの

ようになるのか，ということにつきるのである。これがと乙での問題である。

「資本論Jでほんらい斧額地代第E形態論として展開されている理論のなか

には，差額地代第I形態論としてあるいはまだ相対的剰余価値論として取扱わ
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れるべき部分が混在しているように思える。あえて論じてみたいと思うゆえん

である。

1 

土地生産物いがいの一般商品では市場価値は平均的なものとして価値の社会

的性質を実現する。一般商品において市場価値が平均的なものとして成立する

のは，商品生産者の競争が完全に自由だからである。すなわち商品生産者は必

要におうじて何ほどの量でも商品を生産し，いかなる生産1｝［＼門lども自由に投資

をおこない，いかなる生序条件をも自由に採用することができる。そとには競

争を制限する自然的または社会的条件はなlとひとつない。このような自由競争

は，商品生産者をして，もっとも有利に活動させる。同一生産部門内の各商品

は，けっして同ーの生産諸条件の下に生産されるものではない。同一生産部門

の各商品は，優良， rp位，劣等の諸条件をもって生産され，したがってその問

別的価値をそれぞれ異にする。けれども商品生産者の自由競争は，結局におい

て，異なる生産諸条件を平均化する傾向を生む。それによって諸商品の異なる

個別的価値は，平均化されたものとしてーの市場価値を形成する。

乙れに反して，土地生産物の価格を規定するものは，一般的に，最劣等地の

生産物の生産価格である。いわゆる平均原理ではなくて眼界原理が作用する。

なぜなら土地生産物においては，一般尚品におけるように個別的価値の均衡化

による＼！と均的な社会的価値の成立する条件が欠如しているからである。土地の

自然的な制限的性質は資本の競争にたいするーの抵抗条件である。生産子段た

る土地は，各地片において要度に茅呉があり，しかも，その各々の土地は量的

に制限されている。土地の乙のような制限的性質は，しゅ三なる時lこも，既存の

経営と同ーまたはヨリ優良な条件をもって自由に新たなる投資または経営の設

定がなされる乙とを許さない。と乙では新たなる投資または経営の設定はただ

ヨリ劣悪な条件をもってなされうるにとどまる。土地生産物の生産において

は，とのような，充分な意味における競争の自由は存しない。したがって了｝二地

生産物の需要をみたすためには，最劣等の畏度の土地を絶対に必要とし，ヨリ
註(1)

以上の生産物の調達ほ，ヨリ大なる買用をもってのみ可能である。一般商品［こ
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おいて展開された市場価値論は，かくして，一定の制限をうけざるをえない。

土地生産物の価値は均衡化された平均的な社会的価値によって規定されること

はできず，以劣等の豊度の土地における個別的価値によって決定されることに

なる。

註（1) しかし，とのことは決していわゆる「収穫逓減の法則」を意味するわけではな

い。理論的にみればこのように考えるほかないという乙とである。なお乙れについては

向坂逸郎「地代論研究」 172頁を見よ。

かくして，；岐劣等地いがいの土地生産物lこは，特別利潤が成立する。乙の特

別利潤は土地所有によって差額地代に転化される。なぜなら，乙の特別利潤は

資本関係そのものから生じたとはいえないのであって，故！ここれが，諸資本の

あいだに，恒常的lζ生ずるという乙とは，資本ほんらいの運動法則に反するか

らである。資本はその本性からみてたえざる競争のなかに利潤率を平均化せず

にはおかない。けれども特別利潤が地代として土地所有｛乙帰属する機構が成立

することによって，乙の矛盾は解決される。資本は，特別利潤の地代への転化

によって，土地という資本によって非合理的な障害を，資本の合理性にかなう

ものとなす。

外延的l乙土地に資本を投下するか，または同一土地に内包的に資本を投下す

るかということは，資本の投下方式を異lとするとはいえ，自然的な制限的性質

によって，結果生産物lζ差が生ずるかぎり，法則的lこは地代形成lζは何らの区

別もない。したがって，つぎのようにいう乙とができる。すなわち，土地への

外延的資本投下では， 「10傍という資本が， 2務半ずつの独立の諸資本の形
で，別々の借地農業者によって， A.B, C,D，という 4種類の土地の各1エ

ーカーに投ぜられているのであるが，もしζの同じ資本が同じDの1エーカー

に次々に投下されて， 1l¥Hの投下は4クオーター，第2の投下は 3，第3の投

下は2，故後の投下は 1クオーターをもたらすとすれば（また逆の順序でもよ
註（2)
い） , .uも生産的でない資本部分が生産する 1クオーターの価格＝ 3砺は，何
らの差額地代をもたらさず，生産価格3勝の小麦ω供給がなお必要とされる｜現

註（3)
り，生産価格を規定するであろう。」いま乙れを表によってしめせば，第1-

a表， ;;i:n-b表のごとくなるであ九う。

註（2）追加投資の生産性が高くなっていくばあい！と，はたして差額j世代Eの形成原理に
かなうものであるかどうかは疑問iである。いまはこれにはふれないが，のちに問題にす
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第1-a表 差額地代第I形態の基本表

土地問｜面積｜投下資本｜生産価格｜ M 物 ｜測泊代 i 貨幣地代

A I 1 I 21/2 I s I 1 I o I 

B I 1 I 2% I 3 I 2 I I 
0 

3 

cl  1 2:llz Is  Is  I 2 I 6 

n1  1i  2:llz I 3 ! 4 I 3 I 9 

,jマント

計 1 4 I 10 I ! ~ .. ~ しょ」 1~- 
第1-b表 差額地代第E形態の基本家

土地種類I1日積｜投下資本｜生産価格 I11：産物｜穀物地代｜貨幣地代
エーカ ｜ ボ， l'I ポンド｜ クオーターi ケオ ター｜ ポンド

D i 1 I鉱払いs+s+s! :i3i2+1 I~~山01 日；十刊

るところである。

註（3) 「資本論」向坂訳8分間 109ー110頁

ζの表からもあきらかなように，差額地代Iと差額地代Eは，続の系列にお

ける地代形成と横のそれとのちがいがあるのみで，論理的lこlままったく同じで

ある。最劣等の生産性をもっ資本の生産物が市場調節的価格となり，したがっ

て，ヨリすぐれた生産性をもっ資本には特別利潤がもたらされる点において，

差額地代の両形態は完全に一致する。ただその特別利潤が差額地代工では，

B, C, D各地の地代としてあらわれ，差額地代EではそれがすべてD地の地

代としてあらわれる点で，両形態は異った表現をとっているまでである。した

がって， 「差額地代Eは持額地代Iの別のー表現であるに過ぎず，事実上はI
註（4)

と合致する」といえるのである。

註（4）前掲害向坂訳8分冊 109頁〔

このことは，けっして次のように理解されるべきではない。すなわち， Dj出

lこ逐次的lこ投ドされた諸資本が，差額地代IにおけるD地の資本と同じく一体

化されたーの独立的査本と考えるのである。たとえばD地に 2~2磁の資本が投

下されて4クオーターの生産物がえられ，さらに増大した需要をみたすために

2弛傍が追加投資されて， 3クオーターが生産されたとする。このばあい結果

からみれば， D地には合計5務の宜本投下によって， 7クオーターの生産物が

もたらされたととになる。そこでこれを5防というーの独立した資本と考えれ
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ぱ，総投資5li§Jで平均利潤をうることができればよいととになり，平均利潤率

2096とすれば，クオーターあたり生産価格は号令務になるであろう。以下同じよ

うに， DJ也に第4次投資までおこなわれたとすれば，結局のところ， Dl山とは

10紛の資本が投ドされ， 10クオーターが生産された乙とになる。 10時をーの資

本とみなせば，クオーターあたりの生産価格は 1払傍になる。しかしこのよう

になれば，レずれOJ!・JあいもD±也には何らの特日IJ利測も形成されないととはい

うまでもない。とすれば差額地代Eの形成される根拠もまた失くなる。かくし

て，茅額地代Eが形成されるためにほ，このように逐次的に投下された消資本

が朴正化されてはならないととは明らかである。それは，ちょうど来期地代I

における各地｝'i・の投下資本は，けっして一体化されえなかったのと同じく，一

体化されえないものでなけれlまならない。このようなな味においてのみ，差額

地代Eは差額、地代Iの日ljの表現でありながら，事実じそれと一致する乙とがい

えるのであるつ

だが，この一休｛じを妨げる根拠はどこに求められるのだろうか。それは

のうえではなく存刷的に存在するのでなければならない。さもなければ，差制

j也代JIIま法lliJltHと砂jらかにされえない。すでにのべたように，巡次［内に投下さ

れた l治資本の生産性が，自然的な！以｜羽によって異なるかぎり，芳額地代立の述

！日jもまた第I形態の形成原胆と何ら区1JI］されえないのであった。ということ

は，うらをかえしていえti'，差額地代Eの形成にも，それが差額地代としてあ

るかぎり，自然的な制限的性質が，資本の述動に一定の；［；lj約をあたえるのでな

ければならぬということである。けれども，第EJ[;.fiaにおけるかかる制限的判

質とは，いったいどのような内容をもっているのかノいまやとれが明らかにさ

れるべきである。 ζの点は，長柏地代打心1[1心ri',J;,lliをなす，ともいえるのであ

って，これが｜リjらかにされさえすれ＇. t，おりずから投ドされた諸白木の一体化

を妨げる似拠はあたえられるのである。

2 

差額地代立の連 l叫！士市IJl'S態を定礎として主ず7，とr:.tt、うまでもない。町
史的には，たとえばイニドリス oJC.Lt~とにみられるように，氏本家J'JZJ 民主はまず
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広大な土地に多数の羊や牛を飼育する粗放な牧脊経営としておこった。その

後，農業革命によって技術は進歩し，労働生産力が発展するにしたがって，粗

放な牧育王手，1,1；とならんで集約的な酪農経営が，普通の耕科径営とならんで特殊

作物， 工芸作物の経営が発達し，資本と労働の集約的投下カまさかんになった。

いうまでもなく，こうした展開過程は，当時の技術的水準ic.;jjj~i甘されて，土地

の耕地化が資本家的lこ限界に達し， したがってその意味で土地の枯渇がみられ
註（:i)

るにいたったζ とを物語るものである。これはまた論担的lこもいえることであ

って，差額地代JJの運動は，第I形態の展開が限界に達すると乙ろからはじま

り，それと相並行して生ずるのである。

註（5) 「耕作の一定の高さ及びそれに対応、する土地の枯渇に達すれば，資本が，言なわ

ちとこでは同時にすでに！＼二産された止産子i段の意味におけるそれが，土地耕作の決定的

要素になるということは，土地耕作のn然法則に属するととであるt （前掲省；向坂訳8
分Oll107頁）

いいかえれば，資本は必要におうじて，いかなるときにも，新たに既存の同

ーまたはヨ 1）優良なる士地に外延的に投下する乙とは，自然的に制限されてお

り，ただ内包的にのみ投資しうる段階になって，第E形態は迎剖Jを展開しはじ

めるという乙とである。このととは，差額地代Eもまた，第I形態における白

然的な制限的性質iとより，投下された資本が制約をうけて形成されることを怠

味する。けれども，差額地代Eの形成にとっては，かかる白然的な制約は直接

的な原因をなすというふうにはいえない。それは第I形態にのみ直接的にかか

わるのであって， fこだ差額地代Eにとっては間出的な意味あいしかもちえない

のである。なぜならば，この自然的制約は，豊度のう宅を基礎にして生ずるので

あって，かかるJ色、味における（tlil約はけっして第E形態には存在しないからであ

るの栄約的に投資される土地は，第I形態のばあいと異なり，同ーの豊度の土

地なのである。だからして，およそ皇子I支の差ということは，はじめから問題に

なりえないのであって，それを問題にすること自体がjj~ ；：＇：：J床なのである。

しかしながら，さきにのべておいたように，第五形態もまた差額地代である

のだから，第I形態と異なる自然的制約にせよ，なおそこには何らかの自然的

な制約がなければならぬのである。自然は，逐次的に投Fされた諸資本lζ，不

等な生産性をあたえるものである。といっただけでは，けっして解在にばなら
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ない。それでは余りにも土地を物神化しすぎており，余りにも理論の外にあ

る。

いうまでもなく，追加投資をなしうる乙とは，何も土地生産lこかぎったこと

ではない。いっぱんに工業においても見られるところである。しかしながら，

同ーの土地面積のうえに，追加投資がなされうるということは，土地生産いが

いの部門では，とうてい見ることのできない現象である。もちろん工業におい

ても，同一土地面積のうえに，追加投資をなしえないというわけではない。た

とえば，大工業は，小さく分立している手工業lとくらべれば，一定の場

一大生産投資を集積する ζ とはできるO だが，生産力の所与の発展段階におい

ては，工業のばあいには，生産の拡張ほ土地面積の拡張を必然的にともなわざ

るをえなし、。それはちょうど高層建築にも一定の限度があるのと同じである。

したがって，同ゐ土地面積に追加投資をおこないうるのは，土地生産のーの特
註（6)

殊な性格をなすものといえるのである。このちがいは，一見してあきらかなよ

うに，土地生庄では，土地が工業におけるように，ただ場所的な作業基礎とし

てのみ機能するにすぎないのと異なって，土地そのものが生産手段として作用

する乙とによるものである。

註（6) との点については，前掲書向坂訳8分冊t283頁を見よ。

ところでこのような土地生産の特殊性は，工業にくらべて，ある怠味では，

ーの利点をもたらすものといえなくはないが，それはともかくとしても，こう

した乙とは，同時にまた，土地生産に次のような特殊性をあたえるものであ

る。すなわち，いま技術的水準をあたえられたものとして，同じ豊度の同一土

地面積のうえに，追加的！こ資本投 Fをなすとすれば，おうおう！として，追加資

本は先行の投下資本よりも生産性が低ドしてゆかざるをえないのである。工業

では，このような現象は生じえない。そ乙では，あたえられた技術的水準にお

いては，追加投資による資本の拡大は，生産諸要系の比例的な拡大をともな

い，生l圭条件には何らの質的な文化ももたらさない。しかるに，士会地生産では

土地而積はつねに同定したままのたきさであるのにたいして，仙の生産諸要素

は追加投資のけっか拡大する。ここでは土地は重要な生産手段としてあるのだ

から，（ぺまや生j主；主要主のIU互比三干くはやぶれ，その忌：味において，：le産条件は
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質的な悪化を余儀なくされるのである。いいかえれば，資本は，技術水準をあ

たえられたものとして，間ーの土地に追加的に投下されるならば，同ーの生産

条件を維持しつづけることはできないのであり， したがって，漸誠した生産性

のもとに投資する乙とを強制されるのである。

工業においては，たとえ追加投資のけっか生盛性が低下するとしても，資本

を容易にひきあげて，他lご第 1次投資と同じ規模の経？守を新たに設立する乙と

ができる。これを妨げるものは何もない。乙れに反して，土地生産では，すで

に11）］らかにしたように，所与の段階では，りつしてそのように新たに経営を設

立しえないのである。これから考えても，土地生産では，投術的水準をあたえ

られたものとすれば，追加生産をなすには，低下する生産性のもとに追加的に

資本投ドせざるをえないのである。

このような資本にたいする強制は，資本にとっては外的な関係から生ずるの
註（7)

であって，資木のさしあたりいかんともなしえない性質のものである。同ーの

豊度の土地のうえに，投資されるというかぎりでは，資本の運動は何らの制限

もうけていない。が，それは並行的に畳度の同じ土地に投資されるかぎりで，

そのようにいえるのであって，もし第E形態のように，同じrfi:i,fftのうえに集約

的lζ投資されるとするならば，けっしてそうはいえない。こ乙では，資本あた

りの県民は削減してゆくのである。資本関係いがいの事情から生ずるこうした

障主’が，資本の運動にたいするーの抵抗条件をなすものであることはいうまで

もない。その怠味において，この障害は，資本；にたいして，（おI形態における

主主度の売にもとずく 1=1然的な制限的性質とまったく同じ作用をなしているとい

うことができる。

詑（7) 乙の障害ば，資本にとって絶対的にいかんともなしがたいものというわけではな

い。技術の発震によりそれは克服しうる。そしてその発展は，科学と時二業の発達によっ

てたえずつづいている。ここでは， fこだ技術的水準をあたえられたものとしてのみ妥当

するのであって，その意味で「さしあたり」という言葉をつかっている。ちなみに「収

機逓減の法則」；：命は，こうした限られた一面を一般化して立論したと乙ろにその誤謬が

あったのである。

第I形態では，乙の制限的性質によって，最劣等地の資本は社会的に不可欠

なものとして，承認することを余儀なくされた。第且形態においても，さきに
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のべた資本にたいする制約のため，最低位の生産性をもっ資本を社会的に不可

欠なものとせざるをえなし、。追加生産のためには，ヨリ低い生産性の資本が必

要であるかぎり，社会はそれらの資本に資本としての存在も認めなければなら

ない。いいかえれば，かかる資木は当然lこ平均利潤を要求し，それを取得しう

るのである。最低位の生産性をもっ資本が，単独で平均利潤を取得しうるので

あれば，それよりも高い生産性をもっ資本は特別手lj澗を手にするととができ

る。しかし，このlまあいにおいても，工業における資本と同じく，利潤率の、子

均化は貫かれざるをえない。かくしてこの特別利潤は地代に転化される。

このように，最低位の生産性をもっ資本が単独で平均利潤を要求しうるとい

うことは，逐次1Y1！こ投下された諸資本が，工業のように総投資で平均利癌をか

くとくすればよいというのと明らかに異なっている。その異なる根拠ii，行論

のうちに明らかにされたように，資本にとっていかんともなしえない投資にた

いする白然的制約にほかならなかった。投下された諸資本が一体化されない乙

とが，差額地ttrrの形成lこ柏対不可欠であったが，一体化を妨げるのは実にこ

の白熱的制約にもとづくもωである。

3 

周知のように集約問耕作は分散的耕作のうえにおこなわれる。したがって，

差額地代Eの運動は，差傾l也代Iとの組合せの1-1，であらわれるほかない。この

組合せは，生産価格と追加投資の生産性がいろいろに変動し関連しあうことに

よって，複雑なあらわれ方をなす。 「資木論」第3毛主第6篇第41－第44章は，

その組合せの中であらわれる差額地代Eの分析にあてられている。これによる

と，生産価格が不変，低下， ！了－一子i

変，低下，上昇するばあいが組みあわされている。したがって，われわれω分

肝もとれにそっておこなうとしよう。ただし，問題点を追求する必要上から，

追加投資の生産性が不変，低下， ヒ男ーするのを視点にすえながら，論じてゆく

ととにする。

最初に追加投資の生産性が不変なぱあいであるcζれに関述する地代表をし

めせば，第2表，？｛I3表の2表である。とのはあいのJ山代表lとかんして，マル
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クスとエンゲルスのあいだには何らのちがいもない。したがってエンゲノレス自

身の補足した分は省くが，なお生産価格がと昇して，追加資本の生産性不変，

ただし第1次投資の生産性が低下するという地代表は，追加投資の生産性が低

下するばあいに論じたいと思うので今は同じく省くことにする。

第2表 「資本論」第41章表E

土地種類！資 (;~ ！手D~：円常 l（：；平；~） I販売撤収（誘｜地d
A I 2%+2%= 5 I 1 I 6 I 2 I 3 I 6 I 0 
B I 21/z+2弘＝s I 1 I 6 4 I 3 I 12 I 6 

c I 211z+21!z= s I 1 I 6 6 I 3 I is I 12 

D I 2¥2+2弘＝ 5 I 1 I 6 s I 3 I 24 I 18 

，：／－「 I 20 I I i 20 i I 60 I 36 
前尚書｜旬以訳8分間 123～124頁 ／｜：注何格不変，追加資本の生産性不変

第3表 ！資本論J白M2章表IV

土地時｜百~J打手~w需l:~F長官｜曜日
B / 5 I 1 I 6 I 4 j 11/z I 6 I 0 

c¥  5 111  6[  611弘 I 9 I 3 
D I 5 I 1 j 6 I 8 I 11/z I 12 I 6 

計 1s I I I 1s I I 27 I 9 
前J司書向坂訳8分冊 137頁生産価値低ド，追加資本の生産性不変

第2表は，生産価格が不変で追加資本の生産性も不変というばあいである。

この表をみて直ちにわかることは，差額地代Iの基本表にくらべてただ投下資

本量をはじめ利潤，生産物，収主主，地代が2倍になった以外は，地代形成の機

構は同じだということである。すなわち，このばあいの地代は，なるほど投下

資本量が2倍になったことによって，倍加されたが，しかしそれはなお A,

B, C, Dの土地のあいだに豊度の差がなければ，いかに投資量を増大させて

みても，けっして生ずるものでないことに注ぷすべきである。ここでは，要す

るに， 1エーカーあたりの様準投下資本量が， 21h（必から 5傍になった乙とに

より，新たな第I形態の運動が先生したという以外に何もしめしていないよう

に思える。

それは同じく第3表についてもいえることである。これは生産(rTii格が低下し
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て追加投資の生産性が不変というばあいである。マルクスはこのばあいについ

て次のようにいっているJ乙れらの前提のもとで調節的生産価格が低下し得る

のは， Aの生産価格に代って， Aの直ぐ上の土地Bまたは一般にAよりも優良

などの土地かの生産価格が調節的となるからにほかならなし、。すなわち， Aか

ら資本が引上げられるか，或いはまた，土地Cの生産価格が調節的生産価格と

なるような，したがってCよりも貧弱な一切の土地が小麦生産土地種類の競争

から脱落するような場合には， A及びBから資本が引上げられるからにほかな

らない。……実際！こは，一様r＝作用する追加資本によって得られた追加生産

が， Aの生産物を市i易から駆逐し，それと共に競争的生産能因としての土地A

を排除した乙とによって，ーの新たな差額地代Iが形成されたのであって，そ

れにおいては，以前にヨリ劣等な土地種類Aが演じたのと同じ役割を，ヨリ優
註（8)

良な土地Bが演じているのである。」 ？｝レクス自身いっているように，乙のば

あいも要するに新たな差額地代Iの形成をみたにすぎないととがわかる。

註（8）前掲書向坂訳8分冊 136～138頁

もともと差額地代Eが形成されるのは，追加投資の生産性l乙差が生ずるから

であって，このように，生産性lと差がないとすれば，第E形態をとくこと自体

が無意味というほかないのである。したがって，このばあいに第I形態の形成

に終っているのは前提からして当然である。

4 

次は追加資本の生産性が低下するばあいである。これについては，マルクス

とエンゲルスのあいだで第E形態についての考え方にちがいがあるように思え

る。地代表をしめせば，第4-a表，第4-b表，第5-a表，第5-b表，

第6表の5表である。

第4-a表，第4-b表はいずれも生産価格不変という前提のもとに，追加

投資の生産性が低下するぱあいであるから，最劣等地Alζは追加投資がなされ

えなかった乙とをしめしている。ところで乙の2つの表をみて，まず気づくの

は第4-a表のマルクスの表とちがって，エンゲルスの第4-b表は， B. C 

の追加投資の生産性がAの生産性よりも低いということである。これでゆく
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瓦古判百 ｛夏7胃l唱干互；；巨；空 l販売（購［収（高｜士也（

l ~~5~~ I f 1 fl ;:~;_l] ［ I 計！叫 1 1 1 17 1 r-51 1 3 0 

表E「資本論」第'11章第4_-a表

生産価格不変，追加資本の生産性低下｜｛可仮訳8分間｝ 126頁前掲古

t代
（志）

0 

0 

20 

40 

60 

「資本論j第43章のエンケ、Jレスの表

主主 l地
（志）｝

60 I 

120 I 

140 I 

160 I 

180 I 

1♂！販売席内

:mi1i ~ 
生！在費

（志）

60 

60+60=120 

60+60=120 

60十60=120

60+60=120 

治 4-b表

生土地程類｜

A

B

C

D

E

 

生産価格不変、追加投資の生産性低下向坂訳8分間 177～178頁前掲書

表V「資本論」第42章第5-a表

！販売問5む~

11¥fi 1iぎ（it
（雪
l号令
(2) 

（す

ι九配鎧l
i 2%十2%=5I 1 i 6 12+1%=3弘

l山主＝ 5 I 1 I 

｜町山I1 I 

生産物
（クオーター〕

3+2=5 6 

6 

資
土地種類｜

B 

C 

D 

）の中は室経

16 

lJrH呂書 向坂訳8分間 152頁 Ir_産価格低下，追加資本の乍産性低下， （ 

背によってそれぞれ上の数字を訂正したもの，生産費は析しく追記した
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第5....,-b表 仁資本論」第43章のエンゲJレスの表

土地問｛生産費丁す産物｜販売価格［ W-盃！地 代
-- i_ （志1I （三ツ円－＂・）＿ 1‘ 一（志） I （志）ι 一（定）
B I 60+60=120 I 12+9=21 I 5功 I 120 I o 
c I 60十回＝120I 14+10%=24% I 5勃 ! 140 I 20 
D I 60+60=120 I 16+12=28 I 5切 I 160 I 40 
E I 60+60= 120 I 18十日%＝31%I 5約 ｜ 1剖 I 60 

l涜掲脊 向坂訳8分間l180頁 生産価格低下，追加資本の生産性低下

第6表 ！一資本論Jl,j143章のエンゲノレスの表

土3同下河iま「－，r~：！＇！二T「府守態下＇.C~市~
I I I 8 I 120 I O A I 60+60=120 I 5+10=15 I I I I I I (12) ¥ (180り I (60) 

I I 8 I 144 I 
B I 60+60=120 I 6+12=18 I (12) I (216) I (96) 

I n I 8 I 168 I AQ 
C ¥ 60+60=120 i 7+14=21 I （問 I(252) I （直）

I i 8 i 0" I 72 
D I 60+60=120 I 8+16＝担 I (12) I （議） I (168) 
, I I 8 I 6 I 96 

E I 60+60=120 I 9+18=27 I (12) I (324) I (204) 

前掲書向坂訳 8分冊 182～183頁生産価格上昇，追加資本の生産性不変， （）の
中は筆者によってそれぞれ上の数字を訂正したもの

と， Bの追加投資は7弘志で追加生産しているのだから，乙の投資部分につい
ては 1%志のマイナス利潤が生ずる。同じように， Cの追加投資についても併

志のマイナス利潤が生ずる。にもかかわらず，乙れらの追加投資がお乙なわ

れることは，資本は平均利潤がえられないならばいつでも他に移動するという

資本の論理からみて，まことに納得のいかぬと乙ろである。そもそも生産性が

既存の投下資本よりも低下しながらも，なお追加投資されるという乙とは，ほ

かならぬそれが社会的に必要不可欠なものとしてなければならぬからである。

とすれば，乙の追加資本はそれ自体で平均利潤をあげうるのが当然である。し

たがって，そのばあいは，販売価格は， Bの追加資本のあたえる個別的生産価

格7%志となり，したがって，最劣等地lとも地代が生ずるであろう。だが，乙

れでは生産価格不変という前提！と反することになる。とすれば，エンゲルスの

この地代表はもともと成立しえないものというほかない。あたえられた前提の
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もとでは，ただマルクスの表のみが正しいというべきであろう。

第5 a表，第5-b表は生産価格が低下し，かっ追加資本の生産性も低下

するlまあいであるo あたえられた前提のもとでは，最多？等地Aは，余分のもの

として駅還される乙とになる。けれども，ここでもまたエンゲソレスの第5-b

表は矛盾していることを指摘しなければならない。 Bの追加投資は第1次投資

よりももちろん低い生産性をしめしているが，さらにまた駆逐されたAの10フ、

ッシエノレよりも 1ブッシェルだけ低くなっている。 9ブッシエJレが10ブッシェ

ルを駆逐するということがありうるだろうか。これはもちろんありえない乙と

である。逆に9プッシェルが駆逐されてしまうであろう。したがって，エンゲ

ルスのこの地代表もまた成立しがたいものといわなければならない。

しかし今はそれをとわないとして，マルクスの表とともに地代形成の機構を

みてみよう。いずれも新7こに最劣等地となったBの総投資による平均的生産filii

絡によって販売価格は決定されている。しかしこれはやはり最低位の生産性を

もっ資本の個別的生産価格が販売価格とならなくてはならないだろう。したが

って，マルクスの第5-a表は， （ ）の中の数字のように訂正されなければ

ならない。ところで乙のようlとなれば，最劣等地にも差額地代が生ずることに

なり，マルクスの第44章「最劣等耕地にも生ずる差額地代」の地代表にしめさ

れた地代形成の原理と同じζとになる。しかしなおエンゲ〉レスの地代表は，あ

たえられた前提が生産価格低トーとなっているから， 9ブッシエノレでは 6ろ色志と

なって，それまでの生産価格すなわち駆逐された最劣等地のAの6志よりも上

昇する乙とになるから，前提と矛盾するととになり，したがってこの地代表は

成立しえないのである。成立しうるためには， Bの追加投資の生産性が10ブッ

シエノレから12ブッシェルのあいだになければならない。

なおさきに生産価格上昇，追加資本の生産性不変というばあいをこ乙で論ず

るζとにしておいたが，乙れは要するにあたえられた前提と合致するために

は，エンゲソレスによれば，第1次投下の資本の生産性が低下するばあいであ

る。しかしこれも理論的には追加投資の生産性が低下するばあいと同じと考え

てよい。なぜなι，第1次投下の資本が生産性が低ドしたにもかかわιず， し

かもなおそれは社会的lζ必要不可欠とされているからである。したがって最低
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位の資本の個別的生産価格によって市品価格は決定されねばならない。とすれ

ばこのぱあいも最劣等地ピ差額地代が形成されるであろう。第6表は正しくは

（ ）の中の数字のように訂正さるべきであろう。

第7表は生産価格上昇，追加資木の？とl二会産性低下のlまあいである。エンゲルス

は，第4-b表， res-b表において，追加資本の生産性が最劣等地Aあるい
第7表 ｜資本論」第43主主のヱンゲノレスの表

土地磁類生産賀 l生産物 i 販売価格｜収 益｜地 代（志） I c-,・J ,o，九） i （志）｜（志）｜（志）
I I 8 I 120 I 0 A I 60+60=120 I 10十5ニ 5 I I I i ! I I （辺） I （附）｜（刷）

B [ 60＋印ニ120I 12+6=18 I 8 144 I I I I (12J i (21GJ 1 (96J 
' I I 討 1 Hi8 I 48 C , 60十60=120 I 14斗7=21 I " I I I ! I (12) ! (252) I (132) 

D 

E 

16+8=24 
日
(12) 

192 
(288) 

72 
(168) 

18十9一27 I 8 I 216 1 96 
T ー I （ロ） I (324) f (204) 

llrH局書 l旬以訳8分間 184頁生産価格上昇，追加資本の生産性低下（）の中は筆？？
によってそれぞれ上の数字を訂正したもの

は以前の最劣等地であったAの生産性よりも低下するばあいを考えていたが，

しかしそれは前提に反するものであってとうてい成立しえないものであった。

だが，前提となる生産価格が上昇するとすれば，じゅうぶんに地代表として成

立しうるのである。その表がつまり第7表である。だがこれも（ ）の巾のよ

うに正しくは訂正される必要がある。第6表とは第1次投資と第2次投資とが

いれかわって生産件ーが低下しているだけで，地代形成の根拠は結局は同じであ

る。ナこだ第6表のようなlまあいはいわば例外的なぱあいであるから，第7表の

ばあいのように一照的に生ずるとはいえないc

長劣等地lとも生ずる差額地代は，以上の行論のうちにも形成しうるものであ

ったが，マルクスはこれを別に独立の 1章を設けて論じている。それによる

と，追加的生産が，地代をうむ諸地所において不足生産性をもってなされる逐

次的資本投下によるか，または土地Aにおいて同様！と低下的生！主性をもってな

される追加的資本投下によるか，またはAよりも劣等な質の新たな諸地所lとお
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ける資木投下によるか，このいずれかによってなされるとすれば，そこには最

劣等地に地代が生ずるというのである。このうち最後のAよりも劣等な土地が

耕fl＇されることによる［まあいは，差額地 1¥Iの新たな形成をぷ味するのであっ

て，第11形態のi丘J圭な問題ではない。そのうえに，このばあいは，既存の最劣

等地Alζ（立美絹地代が生ずることになるとしても，なお:Yrたlこ故劣等地となっ

たa地には何らの地代も先生していないことlこ注立せねばならない。したがっ

て，第I形態論ではけっして所与の土地系列の最劣等地には地代を形成せしめ

ることはできないといえるのである。その志味において， 1t劣等地に生ずる芳

割地代はただ第T[形態論によってのみfllf1押されうるのである。

いま最劣等地にも発額地代の生ずるぱあいの地代表をしめせば5i'rn表のよう

になる。これはBlと3可仙寺の生産価格をもって 1クオーターの迫力H生産をなす

追加投資がお乙なわれたけっか，形成された地代の表であるつ ζ こでは最低村

の生産性をもっ資本の何別的生産価格が，市l品価絡を決定していることはいう

までもない。 ζの地代形成！こだいして，エンゲノレスは，思って計算されている

として，次のように訂正すべきことを主張している。すなわち「Bの借地盟主

第8哀 長劣等地lこもitずる差額地代の表

オ地問｜エーカード｜て「dドl産物｜販売慨i収 _(frlf J 地 （必
A , 1 I 3 I 1 I 3% I 31/2 I 弘

B I 1 ! 9ろも I 41'2 I mも i 15% I 6~,{i 

C I 1 1 6 ! 5弘 I 31'2 I 19；主！ 13；主
D I l : 6 I 叫 I 3% I 26%, 1 訂弘

計 4 I叫｜叫 I i 時 4 ！叫

育~相官向収err1 自分 llil 217〕民

者にとっては4クオータ一半は，第1に生産自として9時半，第21三地代とし

て4研半，合計141i＇号を要費する。 1クオータ一円り平均は 3傍9分の 1であ

る。したがって彼の総生産の ζの、＼Z均価格が調節的市場価格となる。そうすれ

ばAの地代は半務でなく 9分の 1停となり， Bの地代は従来通IJA研半のまま

であろう。 1クオーター「り 3侍9分の 1が』クオータ一半では14傍で，そ乙
註（9)

から 9時半生j君民を引けば，超過利潤として A務半が伐る」。しかしながら従
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前の地代を生産費のなかにくりいれるこのエンゲ‘jレスの考えは，差額地代を問

題！としておりながら，絶対地代でもって解答をあたえたものというほかないよ

うヒ思える。そのうえにエンゲ、jレスのばあいは，マルクスと異なって，第E形

態の形成される隈拠が無視されている。すなわち「総生産のとの平均価格が調

印的市場価格となる」というのである。これは，）室次的投下諸資本を総投資と

して一体化してしまった考えなのである。ここからは，最低位の生産性をもっ

資木のfl,'il別的価格が市地価格！とたるというととは，とうてい理解しえない。し

たがってエンゲ、ルスの考えでは節E形態論を理論的！こ民00する乙とは不可能と

みるほかないのである。

註（9) 前m~:lt Ifリ収訳8分｜日l:017～218}"( 

5 

最後に追加資本の生産性がヒ昇するばあいをみてみよう。とれをしめす士山代

表は，第9 a表，第9 b表，第10表，第11表である。

第9-a表 「資木論J君主41霊堂の仮定IVの地代表

三E互立－~i盟ピ車九~I空傍E認盟？
AfA山 A3I 2112 I % I 3 I 1 I 3 -3 I 0 
t A4 I 2%+2%=5 I 1 I G I l+l弘＝2ちら s 6% I 3% 
B ] 2%+21,,)l=5 j 1 ] 6 ] 2十2%=4弘］ 3 131,,~ ] TH, 
C [ 2%+2%=5 I T I G I 3+3%=6% I 3 19免］ 13% 
D I 2；針2弘＝5I 1 I 6 I 4+4'7も＝8鵠 1 s 26% I 20時

計 ｜ 叫 11  r I I 下一
1）前掲書 向坂訳 8分間 128～132頁には，生産価格不変，追加資木の生産性上針
のばあいについて，主主述はあるが，地代表はないので，空宇i者が作成した
2）投下資本は，各地とも標準投下資木量でもって代表されていると考えられるから
20%傍としてよいであろう。
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第9-b表 「資本論」丸fS43章のエンゲルスの表xv

一一i互－量一費「互－ii一一物下取売価引一夜 盗：p!Q--ft-
土地種矧 （志） ｜ （ブツーパ （忘） I L志）！ （志）

A I 60 • 10 ; 6 : 60 I O 

B I 60十60=120I 12十15=27 ! 6 I 162 I 42 

C I 60+60=120 I 14+171/2=311/2 I 6 I 189 i 69 

D I 60+60=120 I 16十20=36 I 6 I 216 ! 96 

E I 60+60=120 I 18+22%=40弘 I 6 I 24ヨ I 12s 

前掲書 向坂訳8分間 179頁生探仙格不変，追加資本の生産性上昇

第10表 「資本論I節42茸表VI

l肘 本｜利潤生iW費i生げ二物 l販売価柊l尺弧j地代ョーー___l01) I （直】堕）i ('' ,iータ）」 （堕lI:J壁）_J@)

A 2弘＋2Yz=5I 1 I 6 I 1十11/5=2% 2約1 I 6 I o 

B 1 2%＋羽生＝5I 1 I 6 i 2+2%=4% 1 巧'ii I 12 I 6 

C I 2弘＋21/2=5I 1 6 I 3+3%=6% I 2号h i rn 1 12 

D I 21/2十21/2=5I 1 I 6 I山弘＝叫 I2号~1 I 24 1 1s 

計 I 20 I I I 22 I 60 I 36 
前j名古： 向坂訳 154～155頁州産何格低下，追加資本の立産性上昇

第9 a表lζ対応するのは，エンゲ／レスの第g一 b表である。いずれも生産

価格不変で追加投資の生毘性が上昇するばあいの地代表である。ただし第9

a表は，マルクスによって表化されていないが，文芯にそって筆者が作成した

ものである。ヱンゲノレスの表では，土地Aには追加投資は生産価格不変の前叫

によってなされえないとしているが，マルクスのばあいは，これと異なって，

土地Aの一部！と追加投資されるものとしている。そして，マルクスの：まあい，

乙の迫力11投資された一部の土地には地代が生ずるとされている。もっとも乙の

地代は，あくまで土地Aの一部に迫力日資本が投下されているかぎりにおいてL[,

ずるとされているのであって，もし追加授資が一般化すれば削減するとl、うの

である。

投下資本量が増大して生産性が上昇するというのは，あきらかに，そとには

生産方法，技術の改良がなされたことを意味する。ところでそのような改良

は，徐々に一部の資本によって採用され，のち一般化するものであるが，さし

あたりとの改良を採用した資本は，市場調節的価格よりもその個別酌生産価格
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を低下しうるので，その差額によってーの特別利潤を取得する。だが，改良の

一般化によって，市場調節的価格が低下するにいたれば，その差額は消滅する

にいたり， したがってその特別利潤も形成されえなくなる。特別利潤は，乙こ

では，経過的にみられるにすぎない。

マルクスが， i:¥i9-a表にしめしているのは，乙のようなばあいをのべたも

のといってよいであろう。すなわち，この特別利潤は，工業における個別的な

相対的剰余価値の生成と同じ論理にしたがって形成されているのである。した

がって，乙れはほんらい地代に転化すべき性質の特別利潤という乙とはできな

いであろう。このととは，差額地代は同一生産部門内で形成された価値実体に

よって生成されていないという意味で「虚偽の社会的価値」にほかならなかっ

たが，第9-a表のA地内において形成された特別利潤は， 「強められた労

働j」として， A地内で形成された価値実体を内容としていることから考えて

も，地代に転化すべき特別利潤という乙とはできない。であるから，あたえら

れた前提のもとで第E形態を論ずるには，エンゲルスの表！とよるほかないので

ある。

けれども，個別的な相対的剰余価値の追求をつうじ， 「1エーカー当り 5械

の資本という新たな比率と，したがって耕作の改良とが一般化されるや否や，

調節的生産価格は2勝11分のStと低 Fせざるを得ないであろう。両資本部分間
註帥

の差異はなくなるであろう」。そのけっか形成される地代は，第10表のように

なる。乙乙では，－r11場調節的価格はA地の総投資による平均価格によって決定

されている。なぜなら，生産方法，技術の改良は， 「一般にヨリ多くの 1エー

カー当り資本が充用される（ヨリ多くの肥料，ヨリ多くの機械的労働等）とい

う乙とにも存し得るし，或いはまた，質的に異なるヨリ生産的な資本投下の実

現が，一般に乙の追加資本をもってはじめて可能になるという乙とにもなし得
註日1;
る」のであって，第1次投資と第2次投資とは一体化された資本としてのみな

味があることになるからである。かくして総投資の平均価格が， i/1j品調節的と

なるほかないのである。

註帥，註（11) 前掲弐ー 向坂訳8分Hlf15G頁

このようにして，~：h／，，：）のと乙ろ，各土地極績は，かつてのように 3 防ではな
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しいまや6傍で耕作されることになる。かくして，各土地種類の自然的豊

度というときには，乙の 6窃が標準的資本量として想定されることになるので

ある。いいかえれば，新たな条件のもとで土地の耕作のために必要とされる

1エーカーあたりの資本総量が変化したことになるのであって， 「この資本

総量においては，個々の逐次的資本投下もそれらのそれぞれの作用も区別さ
註仰

れ難く融合しているのであるJ。しかし，そうなれば結局は， 「差額地代は，

...当該土地種類の平均生産物と，今では標準的となった増大した資
註日

本投卜による故劣等地の生産物とを比較した差額によって，規定される」こと

になるのである。とすれば，いまや新たな差額地代Iの形成をみたのであっ

て，差額地代Eは完全にm失したということができるのである。この地代形成
についてはエンゲノレスのばあいも同じ考えのようであって，地代表には本質的

な差具は何もない。ここでしめしていないのはそのととによる。

註（121，註間前j局者向坂訳8分附 157頁

と乙ろでエンゲノレスのばあいは，生産価絡が上昇するばあいにも，追加投資

の生産性がヒ昇するとして，第11表l亡しめされた地代表をかかげている。この

第11表 「資本論」第43立のエンゲルスの表XXI

土地部類｜生沌費！生産物： r版元価格｜収 ぷi地 代
｜ （志） ｛ブツ νL.•C) • （志） ｜ （志） I （志）

A I 60+60=1却 Is+12弘＝17% I 6% I 120 i o 
B I 60十60=1却 ｜ 6十15=21 I 6号今 I 144 I 2 4 

C I 60+60=12⑪ I 7+17¥2=24ろ色 ｜ 6号b I 16s I 4 8 
D I 60十60=12ゆ｜ 8十却＝28 I 6号十 19吃 I 7 2 

E i 60+6臼

前掲主与 向坂訳 8分↑tt]184～185頁

前tiが矛盾なく成立するには，エンゲJレスのいうように，第1次投資の生産相

が低トーするほかない。しかし、この乙とが生ずるのは，資本にとって外的な事

情が作用するからである。であるとすれば，市場価絡はこの表におけるように

平均価格によって規定されるのではなく，あくまで第1次投資の個別的生産価

格によって決定されるといわなけれ［まならないように思える。このばあいの改

良は追加資本のみによってなされたとし、えるのであるかι，ほんらい総投資と
して一体化された資本のように両投資を区日ljしえないので！まない。したがって
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trn 次投資は単独で平均利i闘を要求しうるのでなければならないのである。

さて以上にみたように，追加資木の生産性が上昇するばあいには，生産価格

が上井するという例外をのぞけ！f, rJOt＼価格は111':t等地Aの総投資の平均価格

によって決定されるということができる。ところが，マノレクスは，追加資本の

生産性の上昇するばあいにも最劣等地lと差額地代が生ずるlまあいをあげてい

る。すなわちマルクスは次のようにいっている。

「改良が差、~I /J AのiilJTitの一小部分lこしか及（まないとすれば，このヨリ良く

耕作された'1[＼分はーの趨過利潤をもたらすであろう。そして土地所有者はさっ

そくその全部または一部を地代に転化しようとし，また士山代として回定させよ

うとするであろう。かようにして，供給の増大に需要が少調を合せて進むなら

ば，土地Aがその全市碕にわたって漸次に新たなJi法のもとにおかれるに従っ

て， A質のすべての土地においてつぎつぎに地代が形成されね，そして超過生

産性は山J払闘係lこ応じて全部または部分的［乙没収され：fJるであろう。かくし

て，増加資本支出の場合におけるAの生産物の平均価終への， Aの生産価格の

均等化は，この増加資本支出の超過利潤が地代に固定される乙とによって，妨

げられ判るであろう。このJ:l,}合にもまた，前に我々が諸追加資本の生産力がi~fr

滅する場合！とヨリ優良な諸地所において見ナこように， 生産価格を高めるもの

は，地代への超過不rJ1閣の転化，すなわち土地所有の介入であって，差額地代は

ただ巾に個別的生産価格と一般的生庄価格との差額の結果であるのみではない

であろう。土地所有の介入は土地Aについては， Aの平均生産価格による生厳

irlli絡の凱制を妨げるのであるから，個別的生産価嶋と一般的立産価格との一致
註日4)

を妨げるであんう」。けれどもとりような土地所有の介入は，すでに差額地

代における範囲をとここえて，地対士山代をゆく自・する行為にほかならない。した

がって，乙のようなかたちで故劣守地iこ差額I世代が形成されるとはとうてい与

えることができないりである。

正（目前Jl出 li'iJJJi,VU，分llll222～223f(

6 

さてこれまでの考察によって， i ？£本論」 ρ；イ寸〕1地1U:rrn形態の「［1には，マ
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ノレクス白身のあたえた命題に反する内容をふくんでいたことが明らかになった

であろう。要約してみよう c

第E形態論を展開するにあたって，マjレクスは次のようにのべた。 「この不

等が（不等の諸生産物一筆者）同じ地片iこ次今に技トされる相異なる諸資本

について生ずるか，それとも栢類奇異にする幾つかの地J'i'iこ充用された諸資本

について生ずるかは，目度の差異または諸資本の生丘物の差異lこは， したがっ

てヨリ生直的！と投トーされた諸資本部分に対する差額地代の形成lこは，何らの区

日ljをも生ぜしめ得ない。いずれの場合にも，資本投Fは等しいのに土地が異な

る豊度を示すのであり，ただ工にあっては柿々の土地秤鋲が社会的資本のうち

からその土地に投下された別々の等しl＇大きさの諸部分についてなすことを，

Eにあっては同じ土地が，別々の部汁にうナけられて次々に投下される一資本に

ついてなす，というだけである｜ （前掲苫f(ijJ)j_訳8分［［1]109貝）。

しかるに，マルクスは第五形態論を，追加資木の生産性が変らないばあいか

ら始めている。行論のうちにも，またマルクス円身の言葉からもII見らかなよう

に，このぱあいには，第l[形態は問題になりえず，ただ第工形態のj型動をみる

にとどまるのである。追加資本の生産性が上昇するばあいは，第I次投資の生

産性が低下するという例外的なばあいをのぞけば，乙れまた第E形態の形成は

生じなL、。このばあいにみられる超過利j聞は，工業におけると同じく，伺;JIJ的

な相対的剰余価値なのであって，地代として回定化される件」質のものというこ

とはできない。しかし，これが借地契約の更新のさいには 1エーカーあたり資

本支山の標準量の変化が士Jll!.の属J性として表示されることになり，祈たな差魁

地代IOJ形成をみるにいたる。

そこで結局のところ第EJi封臨む ー般的には追加資本の生産＇［ 11：が低下するば

あいに形成されることになる，ということができる。しかしとのばあいiこも，

生産価格が変わらないというときには，第E形態は第I形態のなかに包ぶされ

てしまい，事実ヒは新たな箔I形態の形成をみるのである。それ故に，第亙形

態！町：白の形成は，生犀価格が低下するはあいであって，これは最劣等地lこも差

官民地代が＿＇＋：じる： i'あいにはかなられい心であお、 (1961.9.10) 




